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販売用資料
2022年10月

愛称：グローイング・カバーズ

新成長株ファンド
追加型投信／国内／株式

2022年度上半期（4月-9月）の運用状況と
今後の見通し

投資信託は、元本が保証された商品ではありません。お申込みの際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

平素は、「新成長株ファンド（以下「当ファンド」）」をご愛顧いただきまして、誠にありがとうございます。
本資料では、2022年度上半期の運用状況と当ファンドの投資助言を担当するエンジェルジャパン・アセットマネジメント株
式会社（以下「エンジェルジャパン」）からのコメントと、当社による今後の見通しなどについてご報告させていただきます。

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。また、当資料に掲載される予測、見通し、見解のいずれも実現される保証はありません。
※ 最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。

当ファンドの投資対象について

新成長銘柄✳が主要投資対象
わが国の上場企業のうち、新たな成長局面に入りつつある
と判断される成長企業に厳選投資します。
＊高い成長力を有しているものの、経営上の課題・困難に直面したため
本来の実力を発揮できなかった企業の中で、それらの経営障壁を
克服しつつある企業を新成長銘柄といいます。

「グローイング・カバーズ」で注目する新成長銘柄の成長ステージ

（年/月）

期間：2004年4月26日（設定日）～2022年9月30日

設定来の基準価額と純資産総額の推移

（2022年9月30日時点）

※ 基準価額は、運用管理費用（信託報酬）控除後の10,000口あたりの値です。
※ 分配金再投資基準価額は信託報酬控除後のものであり、分配金実績があった場合に税引前分配金を再投資したものとして算出しています。
※ 騰落率は分配金再投資基準価額で算出しています。

2022年度上半期の基準価額の推移

期間：2022年3月31日～2022年9月30日

（年/月）

2022年度上半期の騰落率
-6.7％

基準価額 38,934円
分配金再投資基準価額 40,934円

純資産総額 380億円

●2022年度上半期（4月〜9月）の運用状況

当該期間において、国内株式を代表する東証株価指数は5.7%下落しました。ウクライナ危機の長期化などにより、
世界的な物価上昇が止まらず、米国では3月から、ユーロ圏では7月から利上げが開始されました。特に、米国の利上
げは市場の想定より早いペースで行われたことから、米国株式市場を中心に株式市場は軟調な展開となりました。その
影響を受け、東証株価指数も下落となりました。
このような環境下、国内の中小型株式に投資している当ファンドの基準価額は、分配金再投資基準価額ベースで
6.7%の下落となりました。日銀が金融緩和を維持した影響で輸出関連銘柄は底堅い動きとなり、7月、8月は、米国
の物価上昇率が低下に向かうとの観測が一時的に強まった局面において、調整が進んでいた国内中小型株式同様、
当ファンドも反発しましたが、世界的に株価が軟調に推移した影響を受ける展開となり、当該期間では下落となりました。
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※ 上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。また、当資料に掲載される予測、見通し、見解のいずれも実現される保証はありません。
※ 最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。

銘柄名 業種 寄与率 銘柄名 業種 寄与率

1 ティーケーピー 不動産業 1.4% 1 スノーピーク その他製品 -1.1%

2 エムアップホールディングス 情報・通信業 1.3% 2 トリケミカル研究所 化学 -1.0%

3 ＫｅｅＰｅｒ技研 サービス業 1.0% 3 ローツェ 機械 -0.9%

4 寿スピリッツ 食料品 0.8% 4 メック 化学 -0.8%

5 ラウンドワン サービス業 0.7% 5 ジンズホールディングス 小売業 -0.8%

＜上位5銘柄＞ ＜下位5銘柄＞

●組入銘柄の寄与度

2022年度上半期（4月-9月）において、銘柄別パフォーマンス寄与率は以下の通りとなりました。

ティーケーピー（組入3位：組入比率3.2％）

 企業向けに貸会議室やレンタルオフィスなどを運営・管理する。不動
産オーナーから遊休不動産を大口（割安）で仕入れ、会議室や
宴会場などに空間を再生し、小口で販売・シェアリングを行う。

 コロナ禍で割安となった物件を大量に仕入れ、ワクチン接種、リモー
トオフィス、サテライトオフィスなど新たな需要を積極的に取り込む事
業も発展させている。今後の成長が期待できる。

エムアップホールディングス （組入2位：組入比率3.5％）

 アーティストのファンクラブサイトからデジタルコンテンツまで幅広く運
営。ファンサイト会員数の増加やイベント再開が追い風となり、
2022年3月期は過去最高益を記録している。

 新規アーティストの獲得を積極化しデジタルコンテンツ事業の成長
を見込むとともに、ライブ・コンサートの再開で電子チケット事業が伸
びており、同社の事業拡大は継続すると予想。

スノーピーク （組入14位：組入比率2.4％）

 高価・高品質のキャンプ用品やアパレルの製造・販売を手掛ける。
8月に2022年12月期の業績予想を下方修正したことから、株価
は下落。

 新規キャンパー向けの高単価商品の販売が減少していること、足
元の円安を受け原材料価格を転嫁した影響も受けていることなど
から、今後の状況の変化を見極める方針。

トリケミカル研究所 （組入28位：組入比率1.9％）

 半導体分野で製造に必要な化学材料を多品種で少量生産する
事業を展開。半導体関連株として好業績が期待されていたが、好
材料が出尽くした感もあり、2021年後半以降は株価は下落。

 8月に発表された2022年7月期の上期決算は市場予想を上回
る増益となり、通期業績予想も上方修正されている。同社の化学
材料に対する需要は引き続き旺盛と判断している。

◆プラス寄与した上位銘柄

◆マイナス寄与となった上位銘柄

（円）

（円）

（円）

（円）

（年/月）

（年/月）

（年/月）

（年/月）※ 組入比率は9月末時点。
出所：ファクトセット、会社決算資料等より明治安田アセットマネジメント作成

【株価の推移】
期間：2017年9月29日～2022年9月30日、日次
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【株価の推移】
期間：2017年9月29日～2022年9月30日、日次
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※ 上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。また、当資料に掲載される予測、見通し、見解のいずれも実現される保証はありません。
※ 最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。

●投資助言会社エンジェルジャパンが注目した企業とは

②トランザクション （組入7位：組入比率2.8％）

～着眼点 ： 在庫を持たない事業スタイルで時流を捉え変化に対応～

 企業のノベルティ、コンサートグッズ、キャラクター雑貨、エコバックなどを製造販売する雑貨メーカー。製造は国内や中国、
東南アジアなどの協力会社に外部委託し、グループ内で、デザインから販売・品質管理まで一貫して迅速に行える対応
力が強み。

 足元では原油価格高、進行する円安、ゼロコロナ政策に伴う生産地の都市封鎖など、製造原価に影響する要因が懸
念されるが、これまでに構築した国内で1,800社、海外で約300社の調達網をもち、こうした変化に柔軟な対応ができ
るとみている。

投資助言会社であるエンジェルジャパンは、様々な観点で成長を目指している企業を選定しています。
以下に、2022年度上半期（4月-9月）で注目した銘柄を紹介させていただきます。
※特定のテーマに沿った銘柄選択をしているわけではありません。

①寿スピリッツ （組入1位：組入比率3.7％）

～着眼点 ：コロナ禍でも正常化に備え販売力などを強化、今後の収益回復が期待される～

 全国のご当地銘菓の総合プロデューサー。コロナ禍の影響を大きく受けたが、同業他社の淘汰が進む中、同社は健全
な財務体質を活かして売場の拡大・販売力の強化・EC販売の強化を実施。今後の観光需要の本格的な回復に備え
て、東京駅構内など一等地への出店を拡大している。

 2021年3月期を底に業績は回復傾向で、2022年3月期の最終利益は2年ぶりに黒字へ転換した。2022年10月
11日より新型コロナウイルスの水際対策が緩和され海外からの個人旅行が解禁となり、足元の円安も追い風となって、
同社商品の引き合い増加が期待される。

（億円） （億円）

（億円）（億円）

※ 組入比率は9月末時点。
出所：ファクトセット、会社決算資料等より明治安田アセットマネジメント作成

【売上高と当期純利益の推移】
期間：2018年3月期～2022年3月期

【売上高と当期純利益の推移】
期間：2017年8月期～2021年8月期
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●国内株式市場の見通し

●エンジェルジャパンからのコメント

※出所：エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社

【代表取締役と投資助言チームのご紹介】（右から）

宇佐美代表取締役
内藤執行役員チーフインベストメントオフィサー
金沢シニアインベストメントマネジャー
柳葉シニアインベストメントマネジャー
永嶋インベストメントマネジャー

 最近の面談で実感したのは、足元の資源高や円安に対応して値上げの機運が高まっている点です。これは人件費を
はじめコスト削減一辺倒で対応してきた従来とは異なり、日本経済にとってプラス要因となると考えています。 日本が
抱えてきた需給ギャップは縮小の方向に向かい、競争力のある企業が収益性の維持・改善に向かうとみています。

 さらに経営者は引き続きコロナ後に向けてポジティブな見方をして積極的に動き出しており、2022年も引き続き様々
な投資機会があると感じています。注目すべき点は以下の通りです。

①コロナがきっかけで生まれる市場と新たな収益機会
・業務効率化と売上拡大の両面からDX（デジタルトランスフォーメーション）推進の動きは引き続き活発であること。

・企業経営の抜本的な見直しに向けて、外部プロ人材の積極活用などアウトソーシング需要が拡大していること。

・新しいライフスタイルに即したサービスが生まれていること。

②コロナから正常化に向かう中で勝ち組企業として浮上する企業
・小売、外食、アミューズメント、観光など厳しい局面で勝ち残ってきた企業にとって、回復局面では飛躍の好機に。

③値上げによる収益性アップ
・円安や資源高に対応して業界全体として値上げ機運が高まることで、競争力の高い企業にとっては付加価値に見合った
価格へ引き上げることが可能に。

④M&Aや事業再編の動き
・中長期的な収益拡大やROE （自己資本利益率）改善に向けた動きが活発化していること。

※ 上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。また、当資料に掲載される予測、見通し、見解のいずれも実現される保証はありません。
※ 最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。

エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社

 国内株式市場は、世界的な金融引き締めによる景気減速懸念の影響や、ロシアの軍事侵攻と円安による物価上昇など、
波乱含みでの調整局面となる展開を予想しますが、基本的にはレンジ内での推移を想定しています。

 これまでは金利上昇に伴う株価調整といった局面でしたが、今後は企業業績の見通し引き下げなどによるリスクオフに向かう
可能性が高まったと考えられます。現在進行している円安は企業業績や株式市場へプラスの効果が働きにくく、リスクオフの
調整局面となる展開も想定されますが、調整が一定程度におさまれば、株価の再評価に伴うその後の堅調な推移も予想さ
れます。

 リスク要因として考えられるのは、原油価格の上昇、米国中間選挙後のFRB（米連邦準備制度理事会）のスタンス変化
などです。
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※ 上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。また、当資料に掲載される予測、見通し、見解のいずれも実現される保証はありません。
※ 最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。

●ポートフォリオの状況 （2022年9月末時点）

業種別組入比率

資産別構成比率

市場別構成比率*

組入上位10銘柄 （組入銘柄数：58）

銘柄名 業種 比率 銘柄紹介

1 寿スピリッツ 食料品 3.7% 土産やギフト用の地域限定菓子を全国に販売。

2 エムアップホールディングス 情報・通信業 3.5% アーティストのファンクラブサイトを運営、電子チケット事業にも進出。

3 ティーケーピー 不動産業 3.2% 企業向けの貸会議室などを運営・管理。

4 ジャパンマテリアル サービス業 3.0% 半導体・液晶工場向けの特殊ガス供給装置と管理を提供。

5 シグマクシス・ホールディングス サービス業 2.9% 経営戦略立案からシステム導入まで網羅するコンサルティング。

6 エスプール サービス業 2.9% コールセンター人材派遣と障害者雇用支援の農園事業を展開。

7 トランザクション その他製品 2.8% ノベルティ、キャラクターグッズなどを製造・販売。

8 エラン サービス業 2.8% 病院や介護関連施設を通じ利用者に生活用品などをレンタル。

9 メンバーズ サービス業 2.7% 専任デジタルクリエイターによるインターネット関連サービスを提供。

10 前田工繊 その他製品 2.7% 河川、道路補強等の防災用建築・土木資材の製造・販売。

※比率はマザーファンドへの投資を通じた純資産総額に対する割合です。
※業種は東証33業種分類です。

＊国内株式に対する比率。

サービス業
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新成長株ファンド
《愛称》グローイング・カバーズ

追加型投信／国内／株式

ファンドの目的
新成長株ファンド（以下、「当ファンド」ということがあります。）は、新成長株マザーファンドへの投資を通じて、わが国の金融商品取引所上場株式（これ
に準ずるものを含みます。）を主要投資対象とし、信託財産の積極的な成長を目指して運用を行います。

ファンドの特色
1 新成長銘柄※が主要投資対象

わが国の上場企業のうち、新たな成長局面に入りつつあると判断される成長企業に厳選投資します。
※�新成長銘柄とは、高い成長余力を有しているものの、経営上の課題・困難に直面したため本来の実力を発揮できなかった企業の中で、それらの経

営障壁を克服しつつある企業を新成長銘柄（再成長銘柄）といいます。
2 �ボトムアップ調査※による新成長企業の発掘

投資に際しては徹底的なボトムアップ調査と詳細な分析に基づき「新成長企業」を厳選し投資します。
※ボトムアップ調査とは、個別企業の訪問等による詳細な調査・分析に基づき業績予測を行い、投資する銘柄を選択する運用手法です。

3 �成長株のスペシャリストが徹底調査
成長株（新規株式公開企業等を含む。）に特化して調査・分析を行うスペシャリストが、継続的な経営者への個別直接面談調査などを通じて、新たな
成長軌道への転換点を見極めます。

4 �エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社が投資助言
エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社（以下「エンジェルジャパン社」といいます。）より投資に関する助言を受けて運用を行います。

分配方針
年１回（４月25日。休業日の場合は翌営業日）決算を行い、原則として以下の方針に基づき分配を行います。
・分配対象額の範囲は、諸経費等控除後の利子・配当収入と売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。
・‌�収益分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。また、信託財産の積極的な成長を図ることを本旨として収益分配金

額を決定します。ただし、必ず分配を行うものではありません。
※将来の収益分配金の支払いおよびその金額について示唆・保証するものではありません。

投資リスク
基準価額の変動要因
新成長株ファンドは、直接あるいはマザーファンドを通じて、国内の株式等、値動きのある証券に投資しますので、基準価
額は変動します。
したがって、金融機関の預貯金と異なり投資元本は保証されず、元本を割り込むおそれがあります。また、ファンドの信
託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
なお、ファンドが有する主なリスクは、以下の通りです。
主な変動要因

株価変動リスク 株式の価格は、政治・経済情勢、金融情勢・金利変動等および発行体の企業の事業活動や財務状況等の影響を受
けて変動します。保有する株式価格の下落は、ファンドの基準価額を下げる要因となります。

流動性リスク

株式を売買しようとする際、需要または供給が少ないため、希望する時期に、希望する価格で、希望する数量を売
買できなくなることがあります。ファンドが保有する資産の市場における流動性が低くなった場合、売却が困難と
なり、当該資産の本来的な価値より大幅に低い価格で売却せざるを得ず、ファンドの基準価額を下げる要因となり
ます。

信用リスク

投資している有価証券等の発行体において、利払いや償還金の支払い遅延等の債務不履行が起こる可能性があ
ります。
また、有価証券への投資等ファンドに関する取引において、取引の相手方の業績悪化や倒産等による契約不履行
が起こる可能性があります。

※ 基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

その他の留意点
●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一

時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価額で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基
準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付が中止となる可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性があります。

●当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。ファミリーファンド方式には運用の効率性等の利点がありますが、マザーファンドにおいて
他のベビーファンドの追加設定・解約等に伴う売買等を行う場合には、当ファンドの基準価額は影響を受けることがあります。

●資金動向、市況動向等によっては、投資方針に沿う運用ができない場合があります。
●収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益（評価益を含みます。））を超えて行われる場合があるため、分

配水準は必ずしも当該計算期間中の収益率を示すものではありません。
投資者の個別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況により、分配金額の全部または一部が、実質的に元本の一部払戻しに
相当する場合があります。
分配金は純資産から支払われるため、分配金支払いに伴う純資産の減少により基準価額が下落する要因となります。当該計算期間中の運用収益を
超える分配を行う場合、当期決算日の基準価額は前期決算日の基準価額と比べ下落することとなります。

最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。 
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ファンドの費用・税金
投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料

購入価額に、3.3％(税抜3.0％)を上限として
販売会社が定める率を乗じて得た額とします。
詳細については、お申込みの各販売会社まで
お問合わせください。
※�購入時手数料は、購入時の商品説明、事務

手続き等の対価として販売会社にお支払
いいただきます。

信託財産留保額
換金申込受付日の基準価額に0.3％の率を乗
じて得た額を、ご換金時にご負担いただきま
す。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの純資産総額に対し、年1.87％（税抜
1.7％）の率を乗じて得た額がファンドの計算
期間を通じて毎日計上され、ファンドの日々の
基準価額に反映されます。なお、毎計算期間の
最初の6ヵ月終了日（該当日が休業日の場合は
翌営業日）および毎計算期末または信託終了
のとき、信託財産中から支払われます。
内訳

配分 料率（年率）
委託会社 1.023％（税抜0.93％）
販売会社 0.759％（税抜0.69％）
受託会社 0.088％（税抜0.08％）

合 計 1.87％（税抜1.7％）

その他の
費用・手数料

信託財産の監査にかかる費用（監査費用）とし
て監査法人に年0.0044％（税抜0.004％）を
支払う他、有価証券等の売買の際に売買仲介
人に支払う売買委託手数料、先物取引・オプ
ション取引等に要する費用、その他信託事務
の処理に要する諸費用等がある場合には、信
託財産でご負担いただきます。
※その他の費用については、運用状況等によ

り変動しますので、事前に料率、上限額等を
表示することができません。また、監査費用
は監査法人等によって見直され、変更され
る場合があります。

※�当該手数料等の合計額については、投資者の皆さまの保有期間等に
応じて異なりますので、表示することができません。

ファンドの税金
・税金は表に記載の時期に適用されます。
・以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等によ
り異なる場合があります。

時　期 項　目 税　金

分配時 所得税及び
地方税

配当所得として課税します。
普通分配金に対して
…………………………20.315％

換金（解約）時
及び償還時

所得税及び
地方税

譲渡所得として課税します。
換金（解約）時及び償還時の差益

（譲渡益）に対して
…………………………20.315％

※�外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異な
る場合があります。

※法人の場合については上記とは異なります。
※�税法が改正された場合等には、上記の内容が変更されることがあり

ます。
�税金の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認される
ことをお勧めいたします。

新成長株ファンド
《愛称》グローイング・カバーズ

追加型投信／国内／株式

お申込みメモ

購 入 単 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販
売会社へお問合わせください。

購 入 価 額

購入申込受付日の基準価額とします。
（基準価額は1万口当たりで表示しています。
以下同じ。）
※‌�基準価額は、販売会社または委託会社へお

問合わせください。

購 入 代 金 販売会社が指定する期日までにお支払いく
ださい。

換 金 単 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販
売会社へお問合わせください。

換 金 価 額 換金申込受付日の基準価額から0.3％の信託
財産留保額を控除した額とします。

換 金 代 金 原則として、換金申込受付日から起算して5
営業日目から受益者に支払います。

申 込 締 切 時 間
原則として、販売会社の営業日の午後3時ま
でに販売会社が受付けた分を当日の申込み
とします。

購入・換金申込受付
の中止及び取消し

金融商品取引所における取引の停止、その他
やむを得ない事情があるときは、申込みの受
付を中止すること、およびすでに受付けた申
込みの受付を取消すことがあります。

信 託 期 間 2004年４月26日から2024年４月25日まで

繰 上 償 還

委託会社は、純資産総額が10億円を下回っ
た場合、この信託契約を解約することが受益
者のため有利であると認めるとき、またはや
むを得ない事情が発生したときは、受託会社
と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を
終了させることができます。また、当ファンド
における投資顧問契約（助言契約）が解約さ
れた場合には、受託会社と合意のうえ、この信
託契約を解約し、信託を終了させることがで
きます。

決 算 日 毎年４月25日（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配

年１回決算を行い、収益分配方針に基づいて
分配を行います。
※当ファンドには、「分配金受取りコース」およ

び「分配金再投資コース」があります。なお、
お取扱い可能なコースおよびコース名に
ついては、異なる場合がありますので、販
売会社へお問合わせください。

課 税 関 係

課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課
税制度の適用対象です。
配当控除の適用が可能です。益金不算入制
度の適用はありません。

最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。 
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販売会社一覧
※お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。

日本証券
業協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業

協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

日本商品
先物取引

協会

株式会社足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第43号 ○ ○

オーストラリア・アンド・ニュージー
ランド・バンキング・グループ・リミ
テッド（銀行）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第622号 ○ ※

株式会社鹿児島銀行
（委託金融商品取引業者 九州ＦＧ
証券株式会社）

登録金融機関 九州財務局長（登金）第2号 ○

株式会社熊本銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第6号 ○

株式会社佐賀銀行 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第1号 ○ ○

株式会社三十三銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第16号 ○

株式会社十八親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○

株式会社新生銀行
 (委託金融商品取引業者 マネック
ス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社新生銀行
  (委託金融商品取引業者 株式会
社ＳＢＩ証券)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第61号 ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第14号 ○

株式会社東北銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第8号 ○

株式会社肥後銀行
（委託金融商品取引業者 九州ＦＧ
証券株式会社）

登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

株式会社福岡銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社北洋銀行
（委託金融商品取引業者 北洋証
券株式会社）

登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社みちのく銀行 登録金融機関 東北財務局長 (登金) 第11号 ○

株式会社山梨中央銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第41号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

証券会社

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

十六TT証券株式会社
（ファンドラップ専用）

金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第188号 ○

第四北越証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第128号 ○

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○ ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長(金商)第1号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○

ワイエム証券株式会社
（ファンドラップ専用）

金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

信用金庫

旭川信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第5号

朝日信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第143号 ○

尼崎信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第39号 ○

銀行

新成長株ファンド
《愛称》 グローイング・カバーズ

追加型投信／国内／株式

販売会社名 登録番号

加入協会

備考
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日本証券
業協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業

協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

日本商品
先物取引

協会

飯田信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第252号

遠州信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第28号

大川信用金庫 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第19号

大阪シティ信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第47号 ○

大阪信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第45号

鹿児島相互信用金庫 登録金融機関 九州財務局長（登金）第26号

鹿沼相互信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第221号

蒲郡信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第32号

川崎信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第190号 ○

北伊勢上野信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第34号

京都中央信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第53号 ○

桑名三重信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第37号

甲府信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第215号

佐賀信用金庫 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第25号

佐野信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第223号

滋賀中央信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第79号

芝信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第158号

白河信用金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第36号

信金中央金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第258号 ○ ＊

静清信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第43号 ○

西武信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第162号 ○

知多信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第48号

千葉信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第208号

富山信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第27号

長野信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第256号 ○

西尾信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第58号 ○

はくさん信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第35号

浜松いわた信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第61号

飯能信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第203号

播州信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第76号 ○

ひまわり信用金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第49号

姫路信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第80号 ○

兵庫信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第81号 ○

平塚信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第196号

福井信用金庫
（インターネット専用）

登録金融機関 北陸財務局長（登金）第32号

福岡ひびき信用金庫 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第24号 ○

三島信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第68号

※ 現在、新規の販売を停止しております。

＊  信⾦中央⾦庫との間に取交わされた「証券投資信託受益証券の取次業務に関する基本契約書」に基づいて、取次登録⾦融機関 （信⽤⾦庫）の本⽀店
または出張所においても募集等の取次ぎを⾏います。

信用金庫

新成長株ファンド
《愛称》 グローイング・カバーズ

追加型投信／国内／株式

販売会社名 登録番号

加入協会

備考
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新成長株ファンド
《愛称》 グローイング・カバーズ

追加型投信／国内／株式

ァンドの運用の指図等を行います。委託会社 フ

＜ファンドに関するお問い合わせ先＞

フリーダイヤル 0120－565787（営業日の午前9時～午後5時）

ホームページアドレス  https://www.myam.co.jp/

受託会社

明治安田アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第405 号
加⼊協会︓一般社団法⼈投資信託協会

一般社団法⼈⽇本投資顧問業協会

ファンドの財産の保管および管理等を行います。
株式会社りそな銀行

投資助言会社 エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社
ァンドの募集の取扱いおよび解約お申込みの受付等を行います。販売会社 フ

販売会社一覧をご覧ください。

委託会社、その他関係法人の概要

当資料に関してご留意いただきたい事項
当資料は、明治安田アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料であり、法令に基づく開示書類ではありません。

● 投資信託のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しします投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
● 投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。また、投資信託
は預貯金と異なります。
投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。投資信託の運用による損益は、すべて投資者の皆さまに帰属します。
投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではなく、また、登録金融機関から購入された投資信託
は投資者保護基金の補償対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。また、当資料の記載内容、
グラフ・数値等は資料作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
当資料の運用実績に関するグラフ・数値等は、過去の実績を示したものであり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。
当資料に指数・統計資料等が記載される場合、それらに関する著作権等の知的財産権、その他一切の権利は、それらを作成・公表している各主体に帰属
します。各主体は、当ファンドの運用成果等に関し、一切責任はありません。

● 当資料中に例示した個別銘柄について、当該銘柄の推奨または投資勧誘を目的としたものではなく、今後当ファンドが当該有価証券に投資することを保
証するものではありません。

●

●
●

●

●
●
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